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高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施について 

 

事業概要・目的 

  現在の医療保険制度は、７５歳に到達するとそれまで加入していた国民健康保険制度から後

期高齢者医療保険制度に移行することになるが、後期高齢者医療保険制度における保健事業は

茨城県後期高齢者医療広域連合が、介護予防における取組は各市町村が主体となっているなど、

これらの保健事業が適切に接続されず、健康状態や生活機能の課題に一体的に対応できていな

いという課題がある。 

  特に、後期高齢者は複数の疾患を有するケースも多く、加齢に伴う低栄養、筋力や口腔機能

をはじめとする心身機能の低下や、抵抗力低下に伴う肺炎等による感染症の発症につながるこ

とも多く、こうした特性に応じ、医療専門職による相談・指導をはじめ、被保険者の生活習慣

病等の重症化予防や、心身機能の維持など、保健事業と介護予防を一体的に実施することで、

もって安心な老後の生活の一助とするもの 

 

 

 

 



事業形態 

  茨城県後期高齢者医療広域連合からの委託事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メニュー 

（１）事業の企画・調整等 

（２）ＫＤＢシステム等を活用した地域の健康課題の分

析・対象者の把握 

（３）医療関係団体等との連絡調整 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

（４）高齢者に対する支援内容 

  ①高齢者に対する個別的支援【ハイリスクアプロー

チ】（アからウのいずれか１つ以上） 

   ア 低栄養防止・生活習慣病等の重症予防の取組 

    （ａ） 栄養・口腔・服薬に関わる相談・指導 

    （ｂ） 生活習慣病等の重症化に関わる相談・

指導 

   イ 重複・頻回受診者、重複投薬者等への相談・

指導の取組 

   ウ 健康状態が不明な高齢者の状態把握、必要な

サービスへの接続 

  ②通いの場等への積極的な関与等【ポピュレーショ

ンアプローチ】（アまたはイのいずれか１つ以上、

地域の実情に応じてウ、必要に応じてエ） 

   ア 通いの場等における、フレイル予防の普及啓

発活動や運動・栄養・口腔等のフレイル予防な

どの健康教育・健康相談 

   イ 通いの場等における、後期高齢者の質問票等

を活用するなど、フレイル状態にある高齢者を

把握し、状態に応じた保健指導や生活機能向上

に向けた支援等 

ウ 高齢者の健康に関する相談や不安等について

日常的に気軽に相談が行える環境づくりを行

い、より多くの高齢者の健康づくりに寄与する

取組 

エ アからウまでの取組において把握された高齢

者の状況等に応じて、健診・医療の受診勧奨や

介護サービス等の利用勧奨 
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基本業務 
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個別業務 

 

 

  ・低栄養対象者の抽出、訪問事業※

特定健診受診者 

 

 

 

 

  ・健康状態不明者への特定健診・医

療機関受診勧奨及び訪問 

 

 

 

  ・シルバーリハビリ体操教室参加者

へのフレイル予防に関する講話等 

  ・特定健診会場でのフレイル予防の

普及啓発活動 

 

 

 

 



実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・介護統計、給付費の属性等の分析 

・介護施設等との連絡調整 

・ハイリスクアプローチ対象者への電話や訪問

による個別支援に関する事務 

・事業の評価・報告に関する事務 

・広域連合との契約に関する事務 

・国、県との調整に関する事務 

・庁内連携に関する事務・事業の企画・調整等

の事務 

・KDBシステムを活用した地域の健康課題の分

析・対象者の把握に関する事務 

・医療関係団体等との連絡調整 

・事業の評価・報告に関する事務 

国保年金課 

広域連合 

・通いの場等への積極的な関与に関する事務 

・事業の評価・報告に関する事務 

地域包括支援センター 

医療関係団体 

● 庁内連携図 

健康づくり増進課 

事業支援、業務チェックリストの

提出・審査、保健事業の取組状況

の整理・把握 

介護関係団体 

介護長寿課 

技術的助言・指導、かかりつけ医

との連携強化、情報共有 

高齢者に対する支援の実施 

事業対象者 

介護保険事業の取組状況の整

理・把握 



予算 

 会計区分：一般会計 

＜歳入＞ 後期高齢者受託事業収入  １４，４８４千円 

 ＜歳出＞ ①企画・調整等の業務に係る保健師等の医療専門職に係る人件費 

      ②個別的な支援や通いの場等への関与等の業務に要する人件費（医療専門職） 

                〃              物件費（需用費等） 

      への充当         １４，４８４千円 

 

県内取組状況 

令和４年１１月１５日広域連合調査  

令和２年度 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

 

令和６年度 

又は未定 
合計 

６ １１ １５ ７ ５ ４４ 

参考（近隣） 

・行方市 

 

 

 

・小美玉市 

 

・石岡市 

 

・土浦市 

 

 


